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賃貸住宅経営と居住支援について
－サブリースを活用したNPO法人抱樸の居住支援の実践－
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居住とは？



住居を失うとはどういうことか

第一「生存的危機」

第二「社会的危機」

あらゆる行政手続等困難

住民基本台帳に基づく「現住所地」での申請

就職困難

社会活動制限

第三「関係的危機」

社会的孤立が進む

一定の所に暮らす☞社会参加の前提

住居地を起点に人間関係構築・社会的信頼獲得
3



居住（きょじゅう、英語: Residence）とは、一定の住まいを
定め、そこに住んで自分たちの生活を営むこと。
その場所を居住地（きょじゅうち）といい、通常そこが自宅（じたく）とされ、そこへ帰ることを「帰宅（きたく）する」と称
される。

そこに家族の生活の拠点を定めて、寝食を共にし、子供を

育て、客を招き、社会活動、経済活動を行い、生活をし
ていくこと。
また、その意味から派生して、必ずしも住宅・住居に限らず、乗り物の室内のように、一定の空間を持ち、快適で満
足感が得られる状態も居住性として語られることがある。

※住宅（ハコ）のみを指す概念ではない。
（フリー百科事典『ウィキペディア（Wikipedia）』より）
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社会保障としての住まい支援
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持ち家政策と年金―社会保障としての居住支援

①家賃は固定費
コロナ禍・収入減の現実。食費は調整可能。
しかし「家賃は固定費」。収入と家賃のバランスが問題。

②年金の現状
国民年金平均受給額は約5万6千円。満額で6万5千。
厚生年金の場合、平均的なサラリーマン夫婦の場合月額22万
1504円（2019年調べ）。単身者はこの半分。
国民年金のみの世帯にとって家賃は重荷。
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③国民年金と生活保護の違い

単身の生活保護受給額（家賃込）１１万円程度。
これは国民年金の約二倍。

しかし保護の前提はミーンズテスト（資力調査有）、つまり、活用
できる資産は無いことが前提。

年金の場合、資産の有無は関係ない。つまり、活用できる資産
があることが前提でもある。（そうでなければ国民年金のみ世帯
のほとんどは、生活保護受給が必要となる。）
※資産・・・持ち家、預金
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④年金の前提としての「持ち家」
神戸大学の平山教授の見解
「持ち家政策の意味―戦争中に多くの家が焼け、終戦直後には約420

万戸の住宅が不足しました。さらには戦後のベビーブームと、農村から都
市への人口移動で、世界でもまれに見る大きな住宅需要が生まれました
。（中略）

政府は、人々の『持ち家』取得を促しました。国の財政だけではとても住
宅需要に対応できず、国民の家計や民間資金を動員して家を増やしたの
です。（中略）

『家族・中間層・持ち家』が重んじられてきました。経済が成長する時代
、人々は借家から持ち家へ、という住まいの『はしご』を登りました。雇用
と収入を安定させ、家族をもち、家を建てるのがゴール。持ち家へ向かう
中間層が膨らむことで、社会が安定すると考えられました」

（朝日新聞2021年12月）
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※年金の前提は「持ち家」と「預金」があること

家賃が無いと言う前提。
年金は生活費

年金満額は生活保護の単身世帯の生活扶助と同等（
しかし医療費負担など保護の場合その他の扶助があ
る）
■住まいさえあれば年金で暮らせる

☞社会保障としての住まい保障
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⑤前提の変化

☞持ち家率の低下
・40歳代に限れば持ち家率は1998年の66.6％から2018年57.6％に9ポイ
ント低下。
・50歳代は74.9％から67.6％に。7.3ポイントの低下

・終身雇用の減少、非正規雇用約４割・・・住宅ローンを組める人減少。
・「定住」という住まい方も変化

☞単身世帯の増加
―２０２２年単身世帯３８％（総務省予測２０３０年水準）

☞男性生涯未婚３割
☞２０３０年高齢単身世帯８００万世帯。
※年金から家賃を支払う人が増加。限界に来ている。
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居住支援のポジション
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昭和55年（1980年）

第１位

42％

第２位

20％

第３位

20％

家族の風景
6割以上が家族

がいた

夫婦と子ども 三世帯同居 単身世帯

（資料）内閣府男女共同参画局（2022）『結婚と家族をめぐる基礎データ』2022年3月2日
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2020年（40年後）

第２位

25％

第１位

38％

第５位

７％

・・・

単身増加
家族の不在

（資料）内閣府男女共同参画局（2022）『結婚と家族をめぐる基礎データ』2022年3月2日

単身世帯
三世帯同居夫婦と子ども



病気の時や日常生活に必要な作業について頼れる人の有無
（国際比較）

（資料）藤森克彦（2016）「単身高齢世帯（一人暮らし高齢者）の生活と意識に関する国際比較」（内閣府政策統括官（共生社会
政策担当）『高齢者の生活と意識―第8回国際比較調査結果報告書』2016年3月）。

（※複数回答）

60歳以上の単身者が頼れる人（2015年）

別居

家族
友人 近所の人 その他

頼れる人

なし

日 本 67.3% 21.1% 15.8% 7.0% 12.9%

米 国 55.9% 48.0% 27.0% 9.2% 13.1%

ドイツ 63.3% 46.0% 45.0% 5.9% 6.1%

スウェーデン 58.0% 49.1% 30.1% 9.6% 9.2%



ここが
ある前
提

地域包括ケアシステムの前提 すまい・すまい方・生活

支援など生活基盤

がある

医療介護サービスなど

が効率的・効果的に

提供できる

この前提で葉っぱが青々
と茂る？

しかし、その前提が無く
なったら、弱くなったらどう
する？
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家族と企業
日本型社会保障の基盤

制度

家族と企業
日本型社会保障の基盤

つなぐ役割

制度
新たな
隙間
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家族と企業
日本型社会保障の基盤

制度新たな隙間

新しい
民間

新しい
制度



低所得者
（生活保護受給者含む）

高齢者 障害者 子育て世帯
（ひとり親・多子世帯）

DV被害者
児童養護施設
退所者

関係者の連携

ハード面の供給

連帯保証人・緊急
連絡先の確保

入居支援等
（相談、住宅情報、契
約サポート、コーディネ

ート等）

生活支援
の提供

住宅確保要配慮者等に対する居住支援施策（見取り図）（案）

生活困窮者自立支援制度（居住支援）★

対象者

支援施策

公的賃貸住宅（公営住宅・地域優良賃貸住宅等）★

母子生活支援施設★

社会的養護自立支援事業（仮称）★
(ひとり親及びDV被害者は、母子生活支援施設や婦人保護施設等の施設退所者に限る）

民間賃貸住宅（新たな住宅セーフティネット制度）：①登録住宅（ （入居拒否しない住宅） ★、②専用住宅（改修費補助・低所得者の家賃低廉化）★【新設】（※１）

居住支援協議会★、居住支援法人（新たな住宅セーフティネット制度）【新設】●（※１）

日常生活自立支援事業

住宅確保要配慮者等に対する効果的な居住支援の実現に向けては、①居住支援協議会が関係者の連携ネットワークを構築しつつ、②ハード面
の供給、③連帯保証人・緊急連絡先の確保、④入居支援等、⑤生活支援の提供、の５本柱で進めていくことが必要。

居住支援法人（新たな住宅セーフティネット制度）：①居住支援法人による家賃債務保証●、②住宅金融支援機構による家賃債務保証保険【新設】（※１）

ｻｰﾋﾞｽ付き高齢者向け住宅
★

家賃債務保証会社（民間）：①一定の要件を満たす家賃債務保証会社を登録☆、②住宅金融支援機構による家賃債務保証保険【新設】（※１）

居住の安定確保支援事業
（生活保護受給者）★

（※１）新たな住宅セーフティネット制度については、関連法案を平成29年2月3日に閣議決定
（※２）課題である障害者の高齢化・重度化に対応するため、重度障害者に対応したグループホームを創設予定（H30年度～）
（※３）高齢者向けの施策として、上記のほか「低所得高齢者等住まい・生活支援モデル事業」により、①住まいの確保支援、②入居支援及び生活支援を実施（H26～）

婦人保護施設●

婦人相談所一時保護施設●

母子・父子自立支援員★

ひとり親家庭等
日常生活支援事業★

ひとり親家庭等
生活向上事業★

婦人保護事業★

社会的養
護自立支
援事業（仮
称）★

児童養護
施設退所者
等に対する
自立支援資
金貸付事業

●

居住支援協議会（基礎自治体レベルの活動の充実）★

保護施設★

一部の無料低額宿泊所等

：国交省

：厚労省

：共 管

☆：国
★：都道府県、市町村
●：都道府県
▲：市町村

【施策】 【実際の措置等】

福祉ホーム★

地域移行支援▲

地域生活支援事業
（居住サポート事業等）★

障害福祉サービス等
（居宅介護・地域定着支援等

）▲

地域支援事業▲
（高齢者の安心な住まいの
確保に資する事業）

（介護予防・日常生活支援
総合事業）

特別養護老人ホーム★
認知症高齢者グループホーム▲

養護老人ホーム★
軽費老人ホーム★
有料老人ホーム★

介護保険サービス▲

障害者グループホーム
（共同生活援助を行う場）▲

(※２)

無料低額宿泊所等

保護施設★

1
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家族機能 住宅確保
（引き受け）

既存制度
非日常
身体ケア

居
住
支
援
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン

手
前
と
す
き
間

制
度
の
す
き
間

社会参加
サードプレイス

制
度
の
す
き
間

制
度
の
す
き
間

制
度
の
す
き
間

制
度
の
す
き
間

制度の手前

低所得 高齢者 障害者 子育て DV ケアリーバ
ー
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家族機能の社会化



サポートセンター小倉

• 対象者829名（2021年3月末）

• センター退所後、1年間は市委託事業。年間約50名新規

• その後は、NPOが継続サポート。看取りまで。

• 対象者は、稼働年齢層が多く、40代～60代が主。

• 生活全般の支援に加え、就労支援、住居支援など

サポートセンター八幡

• 対象者255名（2021年3月末）※下関対象者含む

• 自立支援住宅出発後の生活サポート実施

• NPOが単独実施。プロスタッフとボランティアの協働

• 年齢層60代以上（最年長は90歳）

• 相談内容・・・介護関係の相談や対応、健康相談など

いずれにしても金
銭管理や家計支援

のニーズ大
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支援内容と実績
①就労支援・定着支援
2020年度離職者21名、再就職者26名
職場との連携・・・無断欠勤時の訪問確認
②住居支援
相談対応 近隣トラブル対応
大家や管理会社との連携
転居支援・・・転居59名の支援

③福祉事務所等の連携による支援
保護CWとの協働
④健康・保険支援
健康状況の把握と助言。
受診同行、服薬管理、病院との情報共有
⑤親族・地域との交流支援
親族との連絡、再会支援
地域住民(民生委員含む）との交流支援
⑥他法活用による支援
年金の受給申請、雇用保険、傷病手当申請
障がい者手帳の取得支援
⑦法律・人権支援その他
債務の法律相談、逮捕拘留時の弁護士連携
（定着支援センターとの連携）

22

⑧定期訪問

データベース3ヶ月記載なし基準）

いつでも相談できる体制

買物同行 弧食防止・・「お昼ご飯を一緒に支援」
⑨互助会連携
世話人会が、行事カレンダー等を毎月 訪問配布
葬儀は、互助会葬で実施
⑩看取り等支援
自立の５本柱
「自立した者は一人で死なない、一人で死なせい」
葬儀社連携、宗教の連携（葬儀、納骨）

（路上７割、自立後５割で無縁仏）

⑪金銭管理支援
アディクション対応(ギャンブルやアルコールなど)
本人同意前提で金銭管理実施
定期来所はケアのチャンス
自立支援法の「家計支援」とは違う

⇒後見人の手前を支援
昨年の年間対応件数14,212件 （369名）
日常的金銭管理221名
(毎日3名、週3回4名、週2回13名、週1回80名、月3

回2名、月2回54名、月1回40名、その他23名)



ＮＰＯ法人抱樸 地域互助会
家族機能の社会化―地域共生社会

①誰でも入会可能 年会費6000円（月額500円）

②会員数270名（内当事者：なかまの会 １５０名）

③世話人20名 見守り活動（定期訪問）

④年間行事 バス旅行、花見、新年会、誕生日会

⑤サロン 卓球（毎週）、カラオケ（毎週）、かふぇ（毎週）

☞サードプレイスの確保

⑥看取りと葬儀 互助会葬と偲ぶ会（追悼集会）

⇒大家の安心へ
23
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地域互助会☞地域の中ででのささえあい
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葬儀は、家族機能の最たるもの
☞葬儀を地域で行う
☞家族機能の社会化
☞本人の人生達成

▼誰が看取ってくれるか？
☞入居拒否の解消（居住問題）
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※セミナーでは動画が流れます。
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葬儀は家族機能そのもの
赤の他人が葬儀を出し合う社会⇒地域共生社会

家族機能の社会化

この写真の全員が赤
の他人。
葬儀の実施と互助会
による残置物処理に
より、大家の貸し渋
りがなくなった。
（高齢単身者に部屋を貸
したくない⇒大家の8割）
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今後の課題



①国の動き（三省検討会議）
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【趣 旨】

生活困窮者、高齢者、障害者、ひとり親世帯、刑務所出
所者などの住宅の確保に配慮を要する方々（住宅確保要
配慮者）が安心して生活を送るためには、生活の基盤とな
る住まいを確保することが重要であり、今後の単身高齢世
帯等の増加により、住宅確保要配慮者の居住ニーズは高
まることが見込まれる。

このため、厚生労働省、国土交通省、法務省の３省合同
による本検討会を設置し、住宅確保要配慮者の円滑な住
まいの確保や、住宅政策と福祉政策が一体となった居住
支援機能等のあり方について検討する。

【事務局】

厚生労働省、国土交通省、法務省

〇住宅確保要配慮者のニーズに対応した住宅を確保しやすく
する方策

〇住宅確保要配慮者が円滑に入居でき、かつ適切な支援に
つなげるための方策

〇入居後の生活支援まで含めた、住宅確保要配慮者に対す
る居住支援機能のあり方

〇大家等が安心して貸せる環境整備のあり方

検討項目

【委 員】

早野 木の美

荻野 政男

岡田 日出則

三好 修

◎大月 敏雄 東京大学大学院工学系研究科 教授

井上 由起子 日本社会事業大学専門職大学院 教授

常森 裕介 東京経済大学現代法学部 准教授

中川 雅之 日本大学経済学部 教授

三浦 研 京都大学大学院工学研究科 教授

矢田 尚子 日本大学法学部 准教授

奥田 知志 （一社）全国居住支援法人協議会共同代表 副会長

NPO法人抱樸理事長

（公社）日本消費生活アドバイザー･コンサルタント･

相談員協会

（公財）日本賃貸住宅管理協会常務理事

（公社）全国宅地建物取引業協会連合会理事

（一社）全国居住支援法人協議会共同代表副会長

（公社）全国賃貸住宅経営者協会連合会 前会長

出口 賢道 （公社）全日本不動産協会 常務理事

金井 正人 社会福祉法人全国社会福祉協議会 常務理事

稲葉 保 更生保護法人全国更生保護法人連盟 事務局長

林 星一 座間市福祉部参事兼福祉事務所長兼地域福祉課長

加藤 高弘 名古屋市住宅都市局住宅部長

【オブザーバー】

独立行政法人

独立行政法人

都市再生機構

住宅金融支援機構

検討会の概要 委員等（順不同、敬称略）◎座長

住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会
(厚生労働省、国土交通省、法務省による合同設置）

社会保障審議会生活困窮者自立支援及び
生活保護部会（第２６回）

令和５年10月23日 資料５－１

1

令和5年7月3日第1回検討会を開催。9月21日第4回これまでの議論の整理（中間とりまとめ素
案）年内に、第5回中間とりまとめ案を予定。

スケジュール



○ 人口減少が進む一方、高齢者（特に75歳以上）は増加。
単身の高齢者は2030年には800万世帯に迫る見通し。

※75才以上人口 約1,613万人（2015年）→ 約2,288万人（2030年推計）

○ 住宅確保要配慮者（以下「要配慮者」）は、住宅に困っている
だけでなく、複合的な課題を抱えている場合が多い。

福祉施策と住宅施策が連携し、
行政も積極的に関与しつつ、相
談に始まる一貫した支援体制を
構築

要配慮者の特性に応じ、入居

時のみならず入居中や退去時
の対応の充実、その際、居住
支援法人の効果的な活用

賃貸住宅の空き家・空き室が
相当数あることを踏まえ、賃貸
人の不安を解消しつつ住宅
ストックを積極的に活用

これまでの議論の整理（中間とりまとめ素案）の概要
第4回検討会（R5.9.21）資料

（中間とりまとめ素案）を基に作成

住宅確保要配慮者（賃借人）を取り巻く現状・課題

○ 要配慮者の孤独死等への不安から、一定割合が拒
否感を有している。
※高齢者、障害者に対する大家の入居拒否感：約7割
※高齢者の入居拒否の理由：居室内での死亡事故等への不安が約9割

○ 民間賃貸住宅の空き家は増加傾向。民間ストック
は単身世帯向けの比較的小さいものが多い。
※空き家数は 約849万戸。そのうち賃貸用空き家は 約433万戸
※住戸面積30㎡未満の民間賃貸住宅は約32％ （公営住宅は1%）

１. はじめに

住宅セーフティネットの機能を一層強化するため、国土交通省、厚生労働省、法務省が連携し、多様な主体が協働し
て取り組む仕組みの構築や、制度の充実・見直し、補助、税制等幅広い方策について検討すべきである。

2. 現状・課題

現行の住宅セーフティネット制度の現状・課題

・居住支援法人716法人

・居住支援協議会 132協議会 うち、都道府県47（100％）市区町村90（5％）

・要配慮者専用の住宅やすぐに入居できる住宅が少ない（登録住宅約87万戸うち専用住宅5,357戸、登録住宅の空室率2.3%）
・登録住宅に低家賃の物件が少ない（家賃5万円未満は19%(東京都1％））

３．方向性

住宅確保要配慮者に対する居住支援機能等のあり方に関する検討会

今後の議論によっては変更の可能性がある。

大家（賃貸人）を取り巻く現状・課題



○ 住宅部局と福祉部局の連携による総合的で地域に密着し
たハード、ソフトに関する情報提供・相談体制の構築・充実

○ 居住支援協議会を積極的に活用し、入居前から退去時ま
で切れ目なく対応できる体制を整備

○ 既存の福祉相談窓口等における住まいに関する相談・支
援機能の強化・明確化

○ 居住支援法人等が緩やかな見守りを行い、必要な福祉サ
ービスにつなぐなど、伴走型のサポートを行う新たな住宅の
仕組みの構築

○ サブリース事業の円滑な実施を含め、居住支援法人が安
定的に地域で必要な取組を行うための仕組み

①住宅確保要配慮者（賃借人）への居住支援の充実 ②大家（賃貸人）が住宅を提供しやすい市場環境の整備

○ 要配慮者に対する家賃債務保証制度の充実、緊急連絡先
が確保できないなどの課題への対応

○ 生活保護受給者への住宅扶助の代理納付の原則化賃貸人
が安心して住宅を提供できるための見守りなどの入居中サポ
ートの充実

○ 居住支援法人の関与など、孤独死した場合の残置物処理
等の負担を軽減できる仕組み

○ 終身建物賃貸借（死亡時に借家権が相続されない賃貸借）
の対象住宅の拡大や事務手続きの簡素化

③住宅確保要配慮者のニーズに対応した住宅等の確保方策

○ セーフティネット住宅の居住水準の見直し、改修費への支援の柔軟な運用等

○ 公営住宅等の公的賃貸住宅との役割分担と公的賃貸住宅ストックの積極的活用

○ 住宅だけではない、地域における居場所（いわゆるサードプレイス）づくりの取組の推進

④地域における住宅・福祉・司法と連携した居住支援の体制づくり

○ 基礎自治体レベルで関係者が連携し、各種制度や地域の取組・資源を活用した体制整備を推進

○ 一人一人の様々な状況・課題に合わせた必要な支援を適切にコーディネートするための体制の検討

○ 刑務所出所者等への見守り等の支援による賃貸人の理解と協力の拡大

４．今後の取組（検討事項）



②滞留廉価物件の市場化

34



居住支援のフィールド・・・廉価と支援付

平成２７年度社会福祉推進事業

「これからの低所得者支援等のあり方に関する検討会」報告書（株式会社野村総合研究所）より

居住に関する資源を巡る課題

35



１）滞留廉価物件の活用の課題
☞大家のマインド低

償還済み
入居トラブル（死後事務含む）

☞仲介業のマインド低
手数料問題
入居後トラブル

２）活用条件
☞新耐震以降
☞低廉
☞支援付き

36



②サブリースモデルの普及

37



① 課題のマッチングによる新しい価値（ビジネス）創造
⇒不動産オーナー・・・空き家化問題
⇒債務保証会社・・・家賃滞納事故問題
⇒生活支援ＮＰＯ・・・・生活支援費用の負担問題

②住宅確保
不動産「田園興産」（オーナー）からＮＰＯ抱樸がサブリース
⇒鉄筋コンクリート10階建 耐震、耐火構造
⇒３フロアー：９０室借り上げ（内一部屋管理人室）
⇒管理人常駐体制 ⇒２４時間相談受付（NPO）
⇒オリコの家賃見守りとオートコール活用

※北九州市の現状⇒人口減少⇒空き家の増加

北九州市の2018年10月時点の空き家率⇒15・8％

全国の政令市ワースト２ 7万9300戸が空き家

38
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ごちゃまぜ型支援付き住宅

属性超えた「ごちゃまぜ」型支援付き住宅
プラザ抱樸

⇒制度と非制度を組み合わせることで「断らない体制」を実現

②地域交流サロン相談窓口（既存・非制度）
１か所設置

地域住民と入居者の交流

①生活支援付住宅（既存・非制度）
５５室

管理人常駐 相談支援員一名

③障害グループホーム（既存・制度）
2ユニット（12室） サロン２か所
支援員 5名日中常駐

④日常生活支援住居施設（今回増設・制度）
20室 サロン１か所
常駐２名・宿直1名

①生活支援付住宅

②地域サロン相談窓口

③障害グループホーム

④日常生活支援住居施設

既存部分
（87室・サロン４））



プラザ抱樸入居者一覧
（2022年3月現在、他管理人1名

※網掛けは退去者、黄緑は日常生活支援住居施設入居者）

40

番号 入居月 年齢 性別 相談経路 収入源 属性 障がい 制度活用
1 3月 50代 男 就労準備 就労 生活困窮
2 3月 80代 男 抱樸館下関 生保 高齢・HL
3 3月 20代 男 巡回（学校） 親仕送り・就労 障がい 精神2級 作業所
4 3月 20代 女 小倉サポ 生保 障がい・HL 精神2級 作業所
5 3月 70代 男 小倉サポ 生保 障がい・高齢・HL 療育B2 要支援２
6 3月 40代 男 障がい者相談事業所 生保・年金 障がい 療育B2・精神3級 みると
7 3月 60代 男 センター 年金 高齢・HL
8 3月 70代 男 小倉サポ 生保 高齢・HL
9 3月 40代 男 小倉サポ 生保 障がい・HL 療育B2 訪問看護・作業所

10 4月 80代 女 巡回(地域包括） 年金・貯蓄 高齢
11 4月 40代 男 障がい者相談事業所 年金・就労 障がい 療育B2 作業所
12 4月 30代 男 センター 年金・就労 障がい・HL 療育B2
13 5月 40代 男 センター 生保 HL 突発性難聴
14 5月 70代 男 センター 年金・生保 高齢・HL
15 5月 60代 女 障がい作業所 年金 障がい・高齢 療育B2 ヘルパー利用
16 6月 40代 女 保護課 貯蓄 障がい・DV 精神2級 就労準備
17 6月 70代 男 中間 就労・貯蓄 高齢・生活困窮 介護保険申請中

18 6月 60代 男 センター 生保・年金 高齢・HL
19 6月 70代 男 巡回（病院） 生保・年金 高齢・HL
20 7月 20代 女 保護課 生保・就労 障がい 発達障がい 作業所
21 7月 60代 男 センター 生保・年金・就労 障がい・高齢・HL 療育B2 作業所
22 7月 50代 男 センター 生保・就労 障がい・HL 療育B2 作業所
23 8月 20代 女 センター 生保・就労 障がい・HL・母子 療育B2 ヘルパー・訪問看護・権利擁護・作業所

24 9月 70代 男 センター 生保 高齢・HL
25 9月 50代 女 子ども家庭相談コーナー 貯蓄 DV 就労準備



プラザ抱樸入居者一覧
（2022年3月現在、他管理人1名）
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26 9月 70代 男 センター 生保・年金 高齢・HL
27 10月 40代 男 センター 生保 HL
28 10月 40代 男 センター 生保 障がい・HL 精神2級 作業所・訪問看護

29 10月 40代 女 自立相談 就労 生活困窮・DV
30 11月 20代 女 自立相談 就労・生保 生活困窮
31 12月 50代 男 小倉サポ 就労・年金 障がい・HL 療育B2
32 2月 60代 男 センター 生保 高齢・HL
33 2月 30代 男 センター 生保 HL
34 2月 20代 女 支援者 傷病手当 社会的養護
35 3月 50代 男 ケアマネ 年金 障がい 身障1級 ヘルパー利用
36 3月 50代 男 センター 生保・就労 障がい・HL 精神3級 作業所・マック
37 3月 70代 男 教会 年金 高齢
38 3月 50代 男 ケアマネ 生保 障がい 身障申請中 ヘルパー・デイ利用

39 6月 70代 男 自立支援住宅 年金 高齢・HL
40 7月 50代 男 第2作業所 生保 障がい・HL 療育B2 作業所
41 12月 60代 男 センター 年金 障がい・HL 療育B2 MAC
42 1月 60代 男 センター 年金 高齢・HL
43 2月 50代 男 センター 生保・就労 障がい・HL 療育B2 作業所
44 2月 30代 男 不動産会社 生保 障がい 診断中
45 2月 20代 男 就労準備 生保・就労 障がい 療育B2 作業所
46 3月 10代 女 子ども 生保 社会的養護・障がい 療育B2 作業所・ヘルパー

47 3月 10代 男 自立援助ホーム 就労 障がい・社会的養護 療育B2
48 3月 70代 男 多機能 生保・年金・就労 障がい・高齢・HL 療育B2 作業所・ヘルパー

49 4月 60代 女 障がいGH 生保 障がい・高齢 精神2級 デイ利用
50 4月 20代 女 巡回相談 生保 HL



プラザ抱樸入居者一覧
（2022年3月現在、他管理人1名）

42

51 5月 70代 男 多機能 生保・年金・就労 障がい・高齢・HL 療育B2・アルコール

52 5月 60代 男 センター 生保・就労 障がい・HL 作業所
53 7月 20代 男 障がいGH 就労・年金 障がい 療育B2 ヘルパー
54 7月 60代 男 センター 生保・就労 高齢・HL
55 7月 10代 女 子ども家庭相談コーナー 生保・就労・児童手当等 社会的養護・母子 保育園
56 7月 80代 男 センター 年金 高齢・HL 小規模多機能
57 7月 60代 男 センター 生保 HL
58 7月 50代 男 センター 生保・就労 障がい・HL 療育B2
59 7月 50代 男 多機能 生保・年金・就労 障がい・HL 療育B1・精神2級 作業所
60 8月 70代 男 センター 生保 高齢・HL
61 8月 60代 男 障がいGH 生保・年金・就労 障がい・高齢・HL 療育B2・精神2級 作業所
62 8月 60代 男 自立準備ホーム 生保 更生保護・障がい・HL 自立支援医療 訪問看護
63 9月 70代 男 更生保護施設 生保 高齢・更生保護・HL

64 9月 60代 男 基幹相談 生保・就労 障がい 身体1級 ヘルパー・訪問看護・作業所

65 9月 60代 女 巡回 生保・年金 HL
66 9月 30代 女 自立相談 生保 生活困窮 自立支援医療
67 9月 40代 男 センター 就労 HL
68 10月 60代 男 多機能 生保・就労 障がい 療育B2 作業所
69 10月 20代 女 センター 生保 HL
70 10月 50代 男 センター 生保 HL 介護サービス
71 10月 60代 男 センター 生保 高齢・HL
72 12月 20代 女 巡回 就労 DV
73 2月 60代 男 巡回 生保 HL・障がい 療育B2
74 6月 10代 男 子ども 貯蓄・仕送 社会的養護
75 7月 50代 女 古賀市福祉 生保 生活困窮



プラザ抱樸入居者一覧
（2022年3月現在、他管理人1名）
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76 7月 20代 男 古賀市福祉 生保 生活困窮
77 7月 50代 男 古賀市福祉 生保 生活困窮
78 7月 20代 男 古賀市福祉 生保 生活困窮
79 7月 60代 男 センター 生保 ＨＬ
80 8月 30代 女 センター 生保 HL・障がい 統合失調症 訪問看護
81 8月 50代 男 定着 生保 障がい・更生保護 療育B・精神2級 作業所
82 9月 60代 男 小倉サポ 生保 HL・障がい・高齢 療育B2 ヘルパー
83 9月 50代 男 センター 生保 HL
84 10月 10代 女 基幹相談 生保 障がい 療育B2
85 10月 60代 男 自立準備ホーム 生保 障がい・更生保護 アルコール依存、統合失調症 訪問看護
86 10月 50代 女 市外社協 生保 障がい 精神2級・身障2級

87 10月 60代 男 小倉サポ 生保 HL・高齢・障がい 身障6級・双極性障害 デイ・ヘルパー・訪問看護

88 10月 60代 男 センター 貯蓄 HL・高齢
89 11月 60代 男 センター 生保 HL・障がい アルコール依存 作業所
90 1月 50代 男 計画相談 生保 障害 療育 作業所
91 1月 70代 男 小倉サポ 生保・年金 HL・高齢
92 2月 60代 男 八幡サポ 生保・年金 HL・高齢
93 3月 60代 男 センター 年金 HL・高齢 GA
94 3月 70代 男 センター 生保 HL・高齢
95 3月 10代 女 自立援助ホーム 生保・給与 社会的養護
96 3月 30代 女 家族 生保・年金 障害 身障 基幹相談



プラザ抱樸入居者の特徴
多様な入口、性別、年齢、収入、属性

1、相談経路 法人内62名、他機関34名
2、男女混合型 男性72名、女性24名
3、年齢構成（平均年齢53.7歳）

10代6名、20代12名、30代6名、40代8名、
50代18名、60代23名、70代19名、80代4名

4、収入源 生保（一部含む）72名、その他24名
5、属性 ホームレス、高齢、障がい、生活困窮、母子、
DV、社会的養護、更生保護・・

※退去者含む



サブリースモデル事業持続性について

①元々3～3.5万円の家賃物件を2万円でサブリース

②抱樸がサブリース契約

③収益構造－北九州市の住宅扶助29000円

〇サブリース差益⇒9000円（月額）

〇生活支援付債務保証⇒2000円（月額）

※一部屋に付11,000円（月額）の生活支援費

※５５室のサブリース運用で年間約726万円の収入

☞事業費と人件費を捻出
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支援補助
（厚労省）

元
家
賃

賃借人
家賃 マスター

リース
家賃

家賃
補助

単純な家賃補助
☞大家支援 ☞支援無し

サブリース
差額

（支援費）

マスター
リース
家賃

マスター
リース
家賃

家賃補助

支援補助
（厚労省）

本
人
負
担
家
賃

サブリース
差額

（支援費）

サブリース
差額

（支援費）

支
援
費

イニシャルコスト
（国交省）

イニシャルコスト
（国交省）

イニシャルコスト
（国交省）

※家賃補助（住宅手当）は
どの省庁が担当するか？元の家賃

レベル

家賃
低廉化

実
家
賃



今後の課題
公営住宅の支援付きサブリースモデル
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①4階建、16室、エレベータなし
②１階段に8室
③支援付住宅として運用

☞5千円でマスターリース
☞2万5千円程度でサブリース
☞差額２万円×１５室 ３０万円／月

④その他公的支援制度活用等
☞10万円程度

⑤年間の収入
☞４８０万円

⑤最上階の支援ボランティア居住
☞家賃５０００円で7室を見守り
☞相乗効果期待

⑥居住支援法人の役割
☞相談、見守り、制度つなぎ、
死後事務
☞居住ボラの調整

⑦公営住宅の目的外使用に関する手続き

公営住宅を支援付住宅と
してサブリース活用する



全国居住支援法人協議会の取組み

49



2019年6月29日居住支援法人の全国組織設立
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一般社団法人
全国居住支援法人協議会

共同代表

村木厚子（元厚生労働事務次官）
三好 修（三好不動産社長、

全国賃貸住宅経営者協会連合会会長）
奥田知志（NPO法人抱樸理事長）



ご清聴ありがとう

ございました
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